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協議会会場使用料

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -116

主な
理由 諸経費見直しによる減額

合計（Ａ） 652 合計（Ｂ） 536

協議会会場使用料
200

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

236
使用料及び賃
借料

使用料及び賃
借料

10

需用費
事務用品、協議会お茶等

274 需用費
事務用品、協議会お茶等

214

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 金額

報償費
協議会委員謝礼等

112 報償費
協議会委員謝礼等

112

区分（節）

旅費

11,025 11,561

旅費
事務連絡旅費

30

26当初予算

0.00

0.00

0

内容

事務連絡旅費

11,561

内容

0 0536

一般財源

1.25

0.00

10,959

再任用

任期付

11,677

24決算 0 0 0

1.50

11,677

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他0 025当初予算 0

939

652

10,020

11,025

10,959 正規

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

平成17年3月「子育ち　子育て　あかしっ子プラン」(明石市次世代育成支援対策推進行動計画：前期計画・平成17年度から
21年度）を策定。
平成22年3月「みんな輝き　夢育つ　あかしっ子プラン」（明石市次世代育成支援対策推進行動計画：後期計画・平成22年度
から26年度）を策定。
各事業の進捗状況等を把握するため、明石市次世代育成支援対策推進行動計画推進協議会及び同幹事会を設置・開催す
るとともに、ホームページに推進事業一覧を掲載し、周知を図る。

●後期行動計画策定までの経緯
　平成20年度には、後期行動計画策定の基礎資料としてのアンケート調査等を行った。
　平成21年度には協議会を年間５回開催し、平成22年3月に後期行動計画を策定した。

●明石市次世代育成支援対策推進行動計画推進協議会構成
　学識経験者、保育所関係者、教育関係者、保護者団体の代表者、企業関係者、公募市民、その他市長が認める者合計20
名以内
●明石市次世代育成支援対策推進行動計画推進協議会幹事会構成
　子育て支援課長、こども育成室長、政策室課長、財政課長、男女共同参画課長、市民協働推進室課長、地域医療課長、健
康推進課長、福祉総務課長、障害福祉課長、発達支援課長、児童福祉課長、緑化公園課長、学校教育課長、児童生徒支援
課長、青尐年教育課長
●開催状況
　24年度：協議会1回、幹事会1回　　25年度：協議会1回、幹事会1回　　26年度：協議会1回、幹事会1回（予定）

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石市内在住の18歳未満の子どもとその家庭、地域、企業、行政などすべての個人及び団体
また、概ね30歳代前半の若者も含む

意図（どういう状態にしたいのか）
本市において、子どもが健やかに育ち、子育てに夢や希望を持てるよう、「みんな輝き　夢育つ　あかしっ子プラン」（明石市
次世代育成支援対策推進行動計画：後期計画）に基づき、子育て支援施策を推進する。

実施方法
直営 補助・助成 その他

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理

年度

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

次世代育成支援対策推進法
明石市次世代育成支援対策推進協議会設置要
綱

事業 次世代育成支援対策事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

(078)918-5097

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

連絡先

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
次世代育成支援対策事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-001

予算所管課 こども未来部子育て支援課

合計0.25

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

25年度人員配置（人）
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連絡先 (078)918-5597

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
子育て支援センター（明石）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-002

予算所管課 こども未来部子育て支援課

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 民生費 連絡先

児童福祉法
明石市子育て支援センター事業実施要綱

事業 子育て支援センター事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
市内に居住する就学前の児童及びその保護者等

意図（どういう状態にしたいのか）
地域社会全体で子育てを支援する基盤の形成を図り、もって地域の子育て家庭に対する育児支援及び次代の親の育成を図
る。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

①子育てアドバイザーを配置し、子育てについての相談(来所、電話、プレイルーム内）を実施。必要に応じて関係機関と連携をとりながら
応じる。　　　相談件数　：　平成24年度493件　　平成25年度（12月末）358件
②親子の交流の場、情報交換の場として、プレイルームを開設。
　　定期的にプレイルーム内で、子育てアドバイザーやボランティアによる、ふれあい遊びや紙芝居、工作などを実施。
　　　利用者数　：　平成24年度　大人16,698人、子ども17,728人、合計34,426人
　　　　　　　　　　　　平成25年度(12月末）　大人13,437人、子ども14,119人、合計27,556人
　　「移動プレイルームてくてく」を江井島地区で月1回開設。　利用者数：平成24年度544人　平成25年度(12月末）420人
③子育てに関する情報の収集及び提供。
　　年に４回、「子育て支援センターだより　にじのかけはし」を発行し、プレイルームの利用者や保育所、幼稚園等に配布。
　　「あかし子育て情報誌にこにこ」を作成し、出生届け時等に配付し、子育て情報を提供する。
　　ホームページ「あかし子育て応援ナビ」で子育てに関する情報を提供する。
　　「赤ちゃんの駅」事業の実施。(施設の登録・市民への啓発）　登録数（平成26年1月末）：58施設
④子育て支援団体等の育成及び連絡調整。
　　ボランティアスキルアップ講座、グループ連絡会議の開催。子育てサークルの登録。
　　平成26年度はボランティア養成講座を開催し、ボランティアの育成と活動の充実を図る。
⑤子育てについての講座等の実施。
   　ライフステージに応じた講座、次世代育成のための講座、子育て支援の理解を広げるための子育て講演会等を開催する。
　　 平成26年度は、新たに就園前の3歳児が親子で楽しく遊び、交流できる集いを開催する。
⑥委託による子育て支援センターの運営。
　　プレイルームの開設、相談対応、情報提供、講習会の開催などを実施。
　　うおずみ：H22.10月開設　にしあかし：H22.11月開設　おおくぼ北：H23.10月開設　3か所ともNPO法人に運営を委託。
　　平成24年度利用状況　　うおずみ：8,510人　相談150件　　にしあかし：5,047人　相談265件　　おおくぼ北：4,457人　相談108件
　　平成25年度利用状況(12月末）　　うおずみ：5,172人　相談169件　　にしあかし：4,260人　相談170件　　おおくぼ北：3,966人　相談167件
　　平成26年度の取り組み　市内の子育て支援センター6か所の連携のもと、各事業の充実に取り組む。
　　　うおずみ・・・出張ひろばの継続実施、イクメン講座の充実　　にしあかし…一時預かりを伴う相談事業等の充実
　　　おおくぼ北・・・新規講座「親子クッキング」の開催
⑦次代の親の育成。
　　「プレイルームでのふれあい事業」の実施。（平成26年度から、これまでの講座形式を見直し、体験型で実施する。）
　　次代を担う小中高校生や大学生が乳幼児とふれあったり保護者から育児の話を聞くことで命・家庭の大切さについての理解を深める。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 20,634 26,620 47,254 10,296 0 13

25当初予算 25,990 34,194 60,184

正規 2.8536,945

再任用 0.30 その他 0.9512,075 0 17 48,092

合計 7.2013,125 0 16 43,997

2,166

旅費
研修参加、事務連絡旅費

90

任期付 3.1026当初予算 22,944 34,194 57,138

内容 金額

報償費
講師、託児等謝金

880

旅費
研修参加、事務連絡旅費

50

需用費
事務用品、プレイルーム用絵
本、情報誌印刷等 1,204 需用費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

報償費

20,958 委託料

事務用品、プレイルーム用絵
本、情報誌印刷、講師用お茶等 1,920

役務費
傷害保険料、講演会舞台操作人
件費、おもちゃクリーニング等 356 役務費

傷害保険料、布おもちゃ等クリー
ニング代 243

子育て支援センターにしあかし、うお
ずみ、おおくぼ北の運営業務委託 19,000

その他
コピー、ＨＰ用パソコン、講習会
等会場使用料　　ビデオカメラ購
入

1,216 その他
コピー、ＨＰ用パソコン、講習会
等会場使用料　研修参加負担金 851

委託料
子育て支援センターにしあかし、うお
ずみ、おおくぼ北の運営業務、情報
誌「にこにこ」作成業務委託等

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -3,046

主な
理由 子育て支援センターにしあかし運営委託料の見直しによる減額

合計（Ａ） 25,990 合計（Ｂ） 22,944

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

講師、託児等謝金
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連絡先 (078)918-5597

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
子育て支援センター（おおくぼ）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-003

予算所管課 こども未来部子育て支援課

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 民生費 連絡先

児童福祉法
明石市子育て支援センター事業実施要綱

事業 子育て支援センター事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
市内に居住する３歳以下の児童及びその保護者等

意図（どういう状態にしたいのか）
地域社会全体で子育てを支援する基盤の形成を図り、もって地域の子育て家庭に対する育児支援を行う。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

①子育てアドバイザーを配置し、子育てについての相談を行う。必要に応じて関係機関と連携をとる。
　　　来所相談（第1～4水曜日・予約不要）
　　　プレイルーム内の相談（随時）
②親子の交流の場、情報交換の場として、プレイルームを開設する。
③子育てに関する情報の収集及び提供を行う。
④子育てについての講座等を開催する。
    プレイルーム内で、子育てアドバイザーやボランティアグループによる、ふれあい遊びや読み聞かせ、工作などを実施す
る。

○実施状況
　　平成24年度　プレイルーム利用者数　：　大人7,781人、子ども8,303人、合計16,084人　　相談件数　：　135件
　　平成25年度（12月末）　プレイルーム利用者数　：　大人6,785人、子ども7,051人、合計13,836人　　相談件数　：　99件
○平成26年度実施予定
　　継続して実施する。特に、子育て支援ボランティアの活動を積極的に受け入れ、親子との交流を促進する。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 305 7,680 7,985 332 0 0

25当初予算 665 13,160 13,825

正規 0.607,653

再任用 0.70 その他 5.002,580 0 0 11,245

合計 6.703,180 0 0 10,538

28

旅費
研修参加、事務連絡旅費

47

任期付 0.4026当初予算 558 13,160 13,718

内容 金額

報償費
講師、ボランティア謝礼

28

旅費
研修参加、事務連絡旅費

30

需用費
事務用品、プレイルーム用絵本
等 363 需用費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

報償費

30
使用料及び賃
借料

事務用品、プレイルーム用絵本
等
講師等お茶

305

役務費
電話使用料、傷害保険料

197 役務費
電話使用料、傷害保険料
布おもちゃ等クリーニング代 170

コピー、講座会場使用料
20

負担金補助及
び交付金

専門職研修参加費
5

使用料及び賃
借料

コピー、講座会場使用料

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -107

主な
理由 諸経費見直しによる減額

合計（Ａ） 665 合計（Ｂ） 558

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

講師謝礼
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連絡先 (078)918-5597

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
子育て学習室事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-004

予算所管課 こども未来部子育て支援課

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

款 民生費 連絡先

子育て学習室運営要綱事業 子育て学習室事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石市民で、乳幼児とその保護者・子育てに関心のある方・地域のボランティアとして子育てを支援したいと考えている方

意図（どういう状態にしたいのか）
幼稚園区ごとに、地域の子育て支援の拠点として子育て学習室を設置し、子育てに関心のある方やボランティアの協力も得
ながら、自主運営で活動することにより、家庭や地域の子育て力の向上を図る。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

子育て学習室運営委員会に事業を委託する。
①各学習室ごとに学習室生を募集し、自主運営で活動する。
②事務手続き等も含め、年間数回運営委員長会を開催し、学習室同士の交流と情報交換を図る。
③事業については、幼稚園長・地区の民生児童委員・ボランティア等の協力も得ながら実施し、子育て支援課は運営方法等
についての相談に応じ、必要な場合は職員を派遣し指導・アドバイスを行いながら、地域家庭の子育て力の向上に努める。

○実施状況
　平成24年度　学習室開設数：28カ所　　学習室生数：大人897人、子ども1,072人、合計1,969人
　　　　　　　　 　１学習室当たりの開催数：平均15.6回
　　　　　　　　　 学習室活動内容：座談会、工作、水遊び、絵本の読み聞かせ、防火防災教室、親子体操、芋掘り　など
　　　　　　　　　 運営委員長会の開催：4回（グループワーク、人形劇鑑賞など）
　　　　　　　　　 その他：元運営委員等による「ぽかぽか隊」が自主的に結成され、小地域ごとのおはなし会を開催するなどの
　　　　　　　　　　　　　　活動支援を行った。
　平成25年度　学習室開設数：28カ所　　学習室生数(11月末）：大人925人、子ども1,126人、合計2,061人
　　　　　　　　　 学習室活動内容：座談会、工作、水遊び、絵本の読み聞かせ、どんぐり拾い、親子体操、施設見学　など
　　　　　　　　　 運営委員長会の開催：4回（グループワーク、人形劇鑑賞など）
　　　　　　　　　 その他：「ぽかぽか隊」による活動支援（小地域ごとのおはなし会を開催など）
○平成26年度実施予定
　　引き続き事業を実施する。
　　地域の子育て支援拠点の一つとして、事業内容の充実を図る。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 2,395 6,300 8,695 0 0 0

25当初予算 2,554 7,991 10,545

正規 0.808,695

再任用 0.00 その他 0.050 0 0 10,545

合計 1.350 0 0 10,431

150

需用費
事務用品、会議用お茶

60

任期付 0.5026当初予算 2,440 7,991 10,431

内容 金額

報償費
講師、託児謝金

83

需用費
事務用品、会議用お茶

47

委託料
子育て学習室委託料

2,240 委託料

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

報償費

子育て学習室委託料
2,240

使用料及び賃
借料

運営委員長会会場使用料
104

使用料及び賃
借料

運営委員長会会場使用料
70

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -114

主な
理由 諸経費見直しによる減額。

合計（Ａ） 2,554 合計（Ｂ） 2,440

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

講師、託児謝金
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○

連絡先 (078)918-5597

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
ファミリーサポートセンター事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-005

予算所管課 こども未来部子育て支援課

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 民生費 連絡先

児童福祉法
明石市ファミリーサポートセンター事業実施要綱

事業 ファミリーサポートセンター事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
子育ての応援をして欲しい人（依頼会員：市内在住又は在勤で、おおむね生後３か月から小学校６年生までの子どものいる
人）と子育ての応援をしたい人（提供会員：市内在住で子育てに意欲のある人）

意図（どういう状態にしたいのか）
仕事と育児の両立支援及び地域の子育て支援を図るため、明石市ファミリーサポートセンターを設置することにより、相互援
助活動を支援する。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

ＮＰＯ法人に事業運営を委託して実施する。
①会員の募集、登録、講習会、交流会の開催
　　提供会員養成講座を年に２回実施し、依頼会員の登録は随時行う。
②援助活動の調整に関すること、援助活動に係る指導及び相談に関することを行う。
　　主な援助活動・・・保育施設の保育開始前や終了後の子どもの預かり、保育施設までの送迎、放課後児童クラブ終了後の
子どもの預かり等
③センターの広報及び関係機関との連絡調整を行う。
　　「あかしファミサポ便り」の発行（年2回）

○平成24年度実施状況
　　　平成24年度　　会員数：依頼会員888人、提供会員293人、両方会員79人、合計1,260人　　活動件数：2,729件
　　　平成25年度（12月末）　　会員数：依頼会員885人、提供会員308人、両方会員83人、合計1,276人　　活動件数：2,206件
○平成26年度実施予定
　　　サービス内容の充実や会員確保を図りながら継続して実施する。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 8,038 5,400 13,438 4,055 0 0

25当初予算 7,934 5,395 13,329

正規 0.659,383

再任用 0.00 その他 0.004,700 0 0 8,629

合計 0.654,200 0 0 9,357

6,800

使用料及び賃
借料

事務所借上げ賃借料
1,134

任期付 0.0026当初予算 8,162 5,395 13,557

内容 金額

委託料
ファミリーサポートセンター運営
委託料 6,995

使用料及び賃
借料

事務所借上げ賃借料
1,167

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

委託料

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 228

主な
理由 消費税増税による増額。

合計（Ａ） 7,934 合計（Ｂ） 8,162

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

ファミリーサポートセンター運営
委託料



59

○

○

連絡先 (078)918-5097

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
家庭児童相談事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-006

予算所管課 こども未来部子育て支援課

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

款 民生費 連絡先

児童福祉法
明石市家庭児童相談室設置運営要綱

事業 家庭児童相談事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石市内在住の児童とその養育者

意図（どういう状態にしたいのか）
電話や面接及び家庭訪問等によって相談、助言、指導することにより、子育てに関する様々な悩みや不安を軽減し、家庭に
おいて子どもを健やかに育てられるようにする。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

家庭において子どもを養育していくうえでの様々な悩み、心配事について、家庭児童相談員が相談、助言、指導などを行う。
必要に応じて民生児童委員（主任児童委員を含む）をはじめ、関係機関と連携を図り、適切な指導、支援につなげる。

●相談件数
　23年度：768件
　24年度：780件
　25年度：837件（12月分まで）
　相談件数は、全国的な傾向と同じく増加を続けており、26年度においても同様と見込まれる。

●家庭児童相談室の充実を図るため、23年度より臨床心理士の配置を行っている（週3日）。
　24年度：年間139日
　25年度：年間132日（見込）
　26年度：年間145日（予定）

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 3,527 19,000 22,527 3,475 0 0

25当初予算 3,957 20,105 24,062

正規 1.3519,052

再任用 1.70 その他 0.003,800 0 0 20,262

合計 4.253,625 0 0 20,196

23

需用費
事務用品、パンフレット印刷

71

任期付 1.2026当初予算 3,716 20,105 23,821

内容 金額

旅費
近接地旅費

10

需用費
事務用品等

31

委託料
臨床心理士委託料

3,800 委託料

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

旅費

40
負担金補助及
び交付金

臨床心理士委託料
3,625

使用料及び賃
借料

コピー使用料
23

使用料及び賃
借料

コピー使用料
10

家庭児童相談員分担金
40

負担金補助及
び交付金

家庭児童相談員分担金

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -241

主な
理由 心理士配置曜日の変更等による減

合計（Ａ） 3,957 合計（Ｂ） 3,716

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

近接地旅費



8

○

連絡先 (078)918-5597

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
子育て家庭ショートステイ事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-007

予算所管課 こども未来部子育て支援課

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 民生費 連絡先

児童福祉法
明石市子育て家庭ショートステイ事業実施要綱

事業 子育て家庭ショートステイ事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石市内に居住し、児童の養育が一時的に困難となった家庭

意図（どういう状態にしたいのか）
児童の保護者が社会的事由により、一時的に家庭において養育ができない場合等に、児童福祉施設等で養育・保護するこ
とにより、児童及びその家庭の福祉の向上を図る。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

実施施設等の指定と解除に関する事務。
保護者からの申請の審査及び実施機関の受入可否等の確認を行い、養育・保護の決定を行う。
養育・保護が終了したときは、実施施設等に養育に要する経費の一部を支払う。
平成23年度より、児童の預かり先として市内の里親家庭を追加した。

○実施状況
　　実施施設等　　乳児院３か所　児童養護施設4か所　里親5家庭
　　平成24年度利用児童数　延174人日（内、里親家庭の利用　延30人日）
　　平成25年度利用児童数（Ｈ26年1月末）　延156人日（内、里親家庭の利用　延29人日）
○平成26年度実施予定
　　利用についてはやや増加傾向にある。利用者の要望に応えられるよう、引き続き事業を実施する。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 976 5,200 6,176 540 0 0

25当初予算 1,400 5,245 6,645

正規 0.655,636

再任用 0.00 その他 0.00451 0 0 6,194

合計 0.65720 0 0 6,425

1,400

任期付 0.0026当初予算 1,900 5,245 7,145

内容 金額

扶助費
児童委託経費

1,9002
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

扶助費

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 500

主な
理由 利用者増加に伴う増額。

合計（Ａ） 1,400 合計（Ｂ） 1,900

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

児童委託経費
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○

連絡先 (078)918-5097

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名

児童健全育成支援システム（こどもすこや
かネット）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-008

予算所管課 こども未来部子育て支援課

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 民生費 連絡先

児童福祉法　　児童虐待の防止等に関する法律
明石市児童健全育成支援システム設置要綱
明石市乳児家庭全戸訪問事業実施要領

事業
児童健全育成支援システム（こどもすこやかネット）事
業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石市内在住の子どもとその養育者

意図（どういう状態にしたいのか）
地域、学校、関係機関が一体となって、児童虐待や児童の非行・犯罪の未然防止、早期発見、早期対応及び再発防止を図
るとともに、児童の健全育成に向けた施策を総合的に推進し、次世代を担う子どもを心豊かに健やかに育成する。また、子育
て家庭と地域、行政がつながりを深めるよう生後おおむね4か月までの乳児がいる家庭を地域の民生児童委員（主任児童委
員を含む）が訪問する事により、育児家庭の孤立化を防ぎ、乳児の健全な育成環境を確保する。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

①児童虐待等に関する相談等への対応
　（1）支援策検討会議等の開催：①代表者会議　②所属長会議　③定例実務者会議　④臨時実務者会議　⑤地域サポート会議
　（2）アドバイザーを迎えての事例検討会等
②児童虐待防止推進のための啓発活動
　（1）オレンジリボンキャンペーンの実施：天文科学館壁面へのオレンジリボンマーク投射等
　（2）「こどもすこやかネットだより」の発行：年2回　各5000部
③児童虐待未然予防のための取り組み
　（1）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）
　民生児童委員（主任児童委員含む）が生後概ね4か月までの乳児のいる家庭を訪問し、子育てに関する情報提供を行うとともに子育てに
関する不安や悩みを傾聴し、養育環境等の把握を行い、支援が必要な家庭に対して必要なサービスを提供する。
　　●対象件数　　24年度：2,734件　25年度：2,700件程度（2月分まで 2,464件）　26年度：2,700件程度
　（2）家庭支援講座
　子育て家庭の子育て力の向上と孤立防止を図り、児童虐待を予防するため、子育て家庭の不安解消と養育を支援する講座を開催する。
　　●参加者数　　24年度：34名（延139名）　25年度：12名（延120名）予定　26年度：12名（延120名）予定
　（3）こんにちは赤ちゃん交流会（平成24年度より）
　子育て家庭の孤立を防ぐため、中学校区・小学校区を単位として保護者と子ども、民生児童委員（主任児童委員を含む）、保育士等が集
まり、子育てに関する講話、子育て家庭同士の親睦や交流を図る。
　　●参加者数　　24年度：3中学校区・134組・298名（計8回）　25年度：2中学校区、3小学校区・200組・430名（見込）（計13回）　26年度：25
年度と同様に実施
　（4）未来のパパママ事業
　中学校等に助産師・看護師等を派遣し、生命の尊さについて理解を深める授業を行う。
　　●参加者数　　24年度：4校・13クラス・436名　　25年度：4校・12クラス・約400名　　26年度：25年度と同様に実施
　（5）里親制度啓発推進事業（平成25年度より）
　里親制度について、より効果的な広報活動や啓発事業を行い、里親登録数の増加を目指す。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 5,451 24,480 29,931 4,855 0 21

25当初予算 9,677 25,430 35,107

正規 2.5525,055

再任用 0.45 その他 0.057,976 0 20 27,111

合計 4.055,435 0 21 27,804

2,848

旅費
事務連絡等近接地旅費、研修旅
費 150

任期付 1.0026当初予算 7,830 25,430 33,260

内容 金額

報償費
こどもすこやかネット・赤ちゃん
交流会アドバイザー謝礼等 2,067

旅費
事務連絡等近接地旅費、研修旅
費 138

需用費
赤ちゃんへのﾌﾟﾚｾﾞﾝﾄ、ｵﾚﾝｼﾞﾘﾎﾞ
ﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝﾁﾗｼ・ﾘﾎﾞﾝ等作成 5,032 需用費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

報償費

218 委託料

赤ちゃんへのﾌﾟﾚｾﾞﾝﾄ、ｵﾚﾝｼﾞﾘﾎﾞ
ﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝﾁﾗｼ・ﾘﾎﾞﾝ等作成 3,892

役務費
郵送料等

871 役務費
郵送料等

924

オレンジライトアップ施工委託
200

その他
講座会場使用料、研修参加負担
金等 558 その他

講座会場使用料、研修参加負担
金等 609

委託料
オレンジライトアップ施工委託

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,847

主な
理由

講師変更による報償費の減、
こんにちは赤ちゃん訪問用品の更新が不要であることによる消耗品費の減等

合計（Ａ） 9,677 合計（Ｂ） 7,830

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

こどもすこやかネット・赤ちゃん
交流会アドバイザー謝礼等



17

○

○

連絡先 (078)918-5097

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
育児支援家庭訪問事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-009

予算所管課 こども未来部子育て支援課

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 民生費 連絡先

児童福祉法
明石市育児支援家庭訪問事業実施要綱

事業 育児支援家庭訪問事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石市内に居住する児童の養育について支援が必要である家庭

意図（どういう状態にしたいのか）
子育てに対して不安や孤立感などを抱える家庭や虐待のおそれやリスクを抱える家庭、児童の心身の発達に問題があり障
害を招来するおそれのある児童のいる家庭に訪問支援を行い、安定した児童の養育が可能となるようにする。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

①子育て訪問相談
　次のような家庭に看護職、心理士、保育士等が訪問して、相談・指導の対応をする。
　（1）妊娠期から子育てに不安や悩みをもつもの。
　（2）出産後、育児ストレスを感じているもの。
　上記（1）（2）とも無料。
②ヘルパー派遣
　次のような家庭にホームヘルパーを派遣して、家事・育児や相談・助言等のサービスを実施する。
　（1）体調不良がありながら支援者がおらず、家事・育児が困難な産前の家庭。
　（2）子育てに対して不安や孤立感を抱えながら支援者がおらず、家事・育児が困難な産後の家庭。
　（3）支援者がおらず、家事・育児が困難で、かつ、児童虐待のおそれがある家庭。
　上記（1）（2）は費用負担があり、（3）については無料。ただし、（3）育児支援ヘルパーについては、ヘルパー派遣実施検討
部会の審議を経なければならない。

※妊娠期から養育支援を必要とする家庭への支援を充実させ、児童虐待の発生や深刻化を予防するため、平成25年度より
産前家庭への訪問・派遣を開始。

●ヘルパー派遣実施検討部会構成
　明石市医師会、中央こども家庭センター、明石健康福祉事務所、市関係課（子育て支援課、健康推進課）
●派遣実績
　24年度：子育て訪問相談延べ118回（32世帯）、産後・育児支援ヘルパー派遣37世帯（1340.5時間）
　25年度・26年度は横ばいの見込み。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 4,812 8,860 13,672 3,187 0 468

25当初予算 7,017 7,995 15,012

正規 0.9010,017

再任用 0.00 その他 0.054,700 0 797 9,515

合計 1.103,190 0 715 11,052

350

需用費
事務用品、事業パンフレット印刷
等 135

任期付 0.1526当初予算 6,962 7,995 14,957

内容 金額

報償費
派遣検討部会委員謝礼等

280

需用費
事務用品、事業パンフレット印刷
等 150

役務費
委託看護職等保険

14 役務費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

報償費

18
使用料及び賃
借料

委託看護職等保険
14

委託料
ヘルパー事業所等委託料
個人契約者委託料 6,500 委託料

ヘルパー事業所等委託料
個人契約者委託料 6,500

研修会会場使用料
18

使用料及び賃
借料

研修会会場使用料

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -55

主な
理由 諸経費見直しによる減額

合計（Ａ） 7,017 合計（Ｂ） 6,962

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

派遣検討部会委員謝礼等



17

○ ○

連絡先 (078)918-5097

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
こども基金運用事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-010

予算所管課 こども未来部子育て支援課

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 民生費 連絡先

明石市こども基金条例
明石市こども基金条例施行規則

事業 こども基金運用事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石市内の児童、子育て支援活動や児童健全育成活動を行っているグループ（団体）

意図（どういう状態にしたいのか）
市民が主体的に行う子育て支援、児童健全育成活動を振興することにより、家庭･地域の子育て力を豊かにし、地域で子育
てを支援していく基盤を醸成し、子育てがしやすい環境づくりをめざす。
また、子育て中の親子が気軽に集える居場所づくりを推進していく。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

「明石市こども基金」は、平成17年4月に、本市出資金と民間団体、個人からの寄附金をもとに設置された。
　①市民主体による子育て支援・児童健全育成活動への助成
　②こども夢文庫の設置（平成19年度から）　⇒平成25年度末現在7か所設置。平成26年度1か所新設予定。
　③こども夢文庫への運営助成
　④児童虐待防止の啓発
　⑤各種イベントでの募金活動

●寄附金等の状況
　24年度　5,067,099円（団体13件、個人3件、募金7件）
　25年度　約4,000,000円（見込）
　26年度　約4,000,000円（見込）

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 10,411 7,600 18,011 0 0 6,784

25当初予算 8,813 8,640 17,453

正規 0.9011,227

再任用 0.00 その他 0.000 0 8,595 8,858

合計 1.350 0 9,930 8,835

150

旅費
事務連絡等近接地旅費

5

任期付 0.4526当初予算 10,125 8,640 18,765

内容 金額

報償費
運営委員会委員謝礼

150

旅費
事務連絡等近接地旅費

5

需用費
事務用品、啓発用グッズ、委員
会用お茶等 138 需用費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

報償費

5,400
負担金補助及
び交付金

事務用品、啓発用グッズ、委員
会用お茶等 520

使用料及び賃
借料

助成団体報告会用会場使用料
20

使用料及び賃
借料

助成団体プレゼン・報告会用会
場使用料 20

助成団体への助成金、こども夢
文庫開設・運営助成等 5,400

積立金
基金積立金

3,100 積立金
基金積立金

4,030

負担金補助及
び交付金

助成団体への助成金、こども夢
文庫開設・運営助成等

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 1,312

主な
理由 寄附金の増加が見込まれることによる積立金の増等

合計（Ａ） 8,813 合計（Ｂ） 10,125

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

運営委員会委員謝礼



31

○

合計0.50

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

25年度人員配置（人）

こども未来部児童福祉課

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
女性のための相談事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-001

予算所管課

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

連絡先 (078)918-5027

民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 昭和 年度

目 社会福祉総務費
根拠法令
・要綱等

売春防止法
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等
に関する法律
明石市婦人相談員に関する要綱

事業 女性のための相談事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし男女共同参画プラン 委託 指定管理

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
女性

意図（どういう状態にしたいのか）
電話、面談等により相談を受け、問題の解決を図る。

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

○婦人相談
　　婦人相談員を配置し、女性からの相談を受け、必要に応じて適切な指導を行い、また一時保護が必要な場合は一時保護所へ移送す
る。
　　平成26年度より配偶者暴力相談支援センターの設置にともない、婦人相談員を1名増員し、3名配置とする。

　　　平成23年度　　相談件数　  798件
　　　平成24年度　　相談件数　  881件

25当初予算 931

51

110

5,520

6,320

5,571 正規24決算 931 0 0

1.60

6,430

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他0 0

一般財源

0.60

0.50

4,640

再任用

任期付

5,499

0.00

0.00

0

内容

婦人相談員連絡協議会費　12
婦人相談員研修受講料　6

5,088

内容

1,397 0165

負担金補助及
び交付金

6,320 6,485

負担金補助及
び交付金

婦人相談員連絡協議会費　8
婦人相談員研修受講料　4 12

26当初予算

金額

旅費
近接地旅費等

98 旅費
近接地旅費等

147

区分（節）

18

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 55

主な
理由 相談員の増員

合計（Ａ） 110 合計（Ｂ） 165



36

○

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -313

主な
理由 事務経費の見直し

合計（Ａ） 2,890 合計（Ｂ） 2,577

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

近接地旅費等

システム端末保守業務等
1,501

使用料及び賃
借料

システムリース料　363
コピー使用料他　45 408

使用料及び賃
借料

システムリース料　363
コピー使用料他　45 400

委託料
システム端末保守業務等

1,543 委託料

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

旅費

内容 金額

旅費
近接地旅費等

36

需用費
事務用消耗品費　350
帳票印刷等　290 640

39

需用費
事務用消耗品費　400
帳票印刷等　500 900

任期付 1.2026当初予算 2,577 8,930 11,507 合計 1.90900 0 0 10,607

その他 0.00899 0 0 10,92125当初予算 2,890 8,930 11,820

正規 0.704,531

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 2,425 3,040 5,465 934 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

○児童扶養手当の認定・支給等に係る事務
○特別児童扶養手当の県への進達に係る事務(市は受付のみ)

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
児童扶養手当

意図（どういう状態にしたいのか）
適正に認定・支給等できるような体制を構築・維持する。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理

款 民生費 連絡先

児童扶養手当法
児童扶養手当法に基づく児童扶養手当事務取
扱規則

事業 児童扶養手当等事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

根拠法令
・要綱等

法定受託事務 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童福祉総務費

児童扶養手当等事務事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-002

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



44

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

合計（Ａ） 480 合計（Ｂ） 480

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

交通災害等遺児養育福祉金
2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

扶助費

内容 金額

扶助費
交通災害等遺児養育福祉金

480480

任期付 0.0026当初予算 480 1,660 2,140 合計 0.200 0 0 2,140

その他 0.000 0 0 2,14025当初予算 480 1,660 2,140

正規 0.201,108

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 268 840 1,108 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

次のとおり福祉金を支給する。
○支給対象
　　交通事故等により父母又はそのいずれかを失った遺児の保護者
○支給期間
　　18歳未満の遺児で学校教育法に基づく小学校、中学校、及び特別支援学校に在学する期間
○支給額
　　2,000円（児童１人あたり月額）
　
助成対象児童数
　　平成20年度　　24人
　　平成21年度　　20人
　　平成22年度　　18人
　　平成23年度　　15人
　　平成24年度　　13人

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
交通事故等により父母又はそのいずれかを失った遺児

意図（どういう状態にしたいのか）
遺児の健全な養育と福祉の増進を図る。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理

款 民生費 連絡先

明石市交通災害等遺児養育福祉金支給条例事業 交通災害等遺児養育福祉金支給事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童福祉総務費

交通災害等遺児養育福祉金支給事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-003

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



24

○

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -365

主な
理由 事務経費の見直し

合計（Ａ） 6,431 合計（Ｂ） 6,066

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

近接地旅費等

システム保守料　1,373
通知書封入封緘業務他　810 2,183

使用料及び賃
借料

システム機器賃借料等
2,435

使用料及び賃
借料

システム機器賃借料等
2,673

委託料
システム保守料　1,386
通知書封入封緘業務他　788 2,174 委託料

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

旅費

内容 金額

旅費
近接地旅費等

10

需用費
消耗品費等470　印刷製本費
730 1,200

22

需用費
消耗品費等700　印刷製本費
1,100 1,800

任期付 0.1026当初予算 6,066 10,220 16,286 合計 1.300 0 0 16,286

その他 0.000 0 0 16,65125当初予算 6,431 10,220 16,651

正規 1.2020,184

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 15,144 5,040 20,184 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

○平成25年4月からの児童手当の認定・支給等に係る事務
「児童手当の支給に関する法律」により支給事務を行う。

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
児童手当

意図（どういう状態にしたいのか）
適正に認定・支給等できるような体制を構築・維持する。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理

款 民生費 連絡先

児童手当法事業 児童手当施行事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

根拠法令
・要綱等

法定受託事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童福祉総務費

児童手当施行事務事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-004

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



3

○

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -806

主な
理由

高等職業訓練促進給付金、自立支援教育訓練給付金支給額の減

合計（Ａ） 24,067 合計（Ｂ） 23,261

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

近接地旅費等

母子特別相談会場使用料
4

扶助費
高等職業訓練促進給付金
自立支援教育訓練給付金 24,000 扶助費

高等職業訓練促進給付金
自立支援教育訓練給付金 23,199

使用料及び賃
借料

母子特別相談会場使用料
4

使用料及び賃
借料

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

旅費

内容 金額

旅費
近接地旅費等

18

需用費
事務用消耗品費等

40

18

需用費
事務用消耗品費等

45

任期付 0.5026当初予算 23,261 8,960 32,221 合計 1.6018,305 0 0 13,916

その他 0.0018,696 0 0 14,33125当初予算 24,067 8,960 33,027

正規 0.8016,483

再任用 0.30

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 22,340 10,600 32,940 16,457 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

主な実施事業は次のとおり
○自立支援教育訓練給付金(国補助事業。一部市単)
　　母子家庭の母が、就業に向けての取り組みとして、指定している講座を受講した場合、受講料の20％（上限10万円。下限4,001円）を助
成。母子福祉金廃止の代替として平成19年度より実施。
※平成25年度より、父子家庭の父も対象に加えた。
○高等職業訓練促進給付金(国補助事業)
　　母子家庭の母が、看護師・介護福祉士・保育士等の資格取得のため、２年以上養成機関で修業する場合に、月額70,500円（市民税非
課税世帯の場合は141,000円）を支給(平成24年4月以降に修業を開始した者で、市民税非課税世帯の場合は月額100,000円）し、負担の
軽減を図る。母子福祉金廃止の代替として平成19年度より実施。平成21年２月、６月に制度が拡充された。
※平成25年度入学生から、支給期間の上限を２年とし、新たに父子家庭の父を対象に加えた。
○就労支援・母子相談
　　平成20年度より就労支援員を置き、情報の提供やハローワークなどの関係機関との連絡調整など、母子家庭の母の就業に向けての
活動を支援。また、母子自立支援員(婦人相談員兼務)により、母子相談を実施。

自立支援教育訓練給付金支給人数
　　　　　　　　　平成20年度　12人　　　平成21年度　 9人 　  平成22年度　11人　　   平成23年度　8人　　    平成24年度 　10人
高等職業訓練促進給付金
　　　　　　　　　平成20年度　 9人　　  平成21年度　20人　　 平成22年度　33人　　   平成23年度　30人　　   平成24年度　 18人
就労相談者数
　　　　　　　　　平成20年度  41人　　　平成21年度　65人　　平成22年度　82人　　   平成23年度　70人　　   平成24年度 　77人
母子相談件数
　　　　　　　　　平成20年度　594件　　平成21年度 969件　　平成22年度　1,201件　 平成23年度　1,217件　　平成24年度  1,134件

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
母子家庭の母、父子家庭の父

意図（どういう状態にしたいのか）
経済的自立を支援する。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理

款 民生費 連絡先

母子及び寡婦福祉法
明石市高等職業訓練促進給付金事業実施規則

事業 母子自立支援事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

根拠法令
・要綱等

自治＋法定 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童福祉総務費

母子自立支援事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-005

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



48

○

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 146,678

主な
理由 制度拡充による扶助費の増加

合計（Ａ） 1,131,364 合計（Ｂ） 1,278,042

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

近接地旅費

コピー使用料
190

扶助費
こども医療費助成額

1,054,400 扶助費
こども医療費助成額

1,189,400

使用料及び賃
借料

コピー使用料 190
会場使用料 13 203

使用料及び賃
借料

医療機関等事務処理費
審査支払事務手数料 84,845

委託料
受給者証等封入封緘業務

1,076 委託料
受給者証等封入封緘業務

900

役務費
医療機関等事務処理費
審査支払事務手数料 73,100 役務費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

旅費

内容 金額

旅費
近接地旅費

7

需用費
事務用消耗品費等　700
印刷製本費　2,000 2,700

7

需用費
事務用消耗品費等　720
印刷製本費　1,850　　食糧費　8 2,578

任期付 2.4026当初予算 1,278,042 29,100 1,307,142 合計 5.35268,900 0 0 1,038,242

その他 0.00245,500 0 0 914,96425当初予算 1,131,364 29,100 1,160,464

正規 2.70630,187

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.25

一般財源

24決算 828,317 34,780 863,097 232,910 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

平成25年7月から制度拡充にあわせ、事業名を「こども医療費助成事業」に変更

○助成対象
　　中学校修了前のこどもを養育している者で健康保険に加入している者
○助成期間
　　15歳に達する年度の末まで（中学校修了前）
○助成内容
　　通院・入院とも中学3年生まで、保護者負担なし、所得制限なし
○助成額
　　平成21年度　678,740千円　 平成22年度　726,898千円　　平成23年度　751,352千円　　平成24年度　764,114千円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
中学校修了前までの子ども

意図（どういう状態にしたいのか）
必要な時に必要な治療を受けることができる環境をつくる。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理

款 民生費 連絡先

明石市こども医療費の助成に関する条例
明石市こども医療費の助成に関する条例施行
規則

事業 こども医療費助成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

根拠法令
・要綱等

自治＋法定 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童福祉総務費

こども医療費助成事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-006

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



25

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

合計（Ａ） 20,020 合計（Ｂ） 20,020

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

請求委託手数料
2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

役務費

内容 金額

役務費
請求委託手数料

20

扶助費
養育医療扶助費

20,000

20

扶助費
養育医療扶助費

20,000

任期付 1.0026当初予算 20,020 15,880 35,900 合計 2.6011,250 0 0 24,650

その他 0.0012,000 0 0 23,90025当初予算 20,020 15,880 35,900

正規 1.600

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 0 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

＊平成25年度より県から権限移譲

○助成対象
　　身体の発育が未熟なまま出生した乳児で、医師が入院養育を必要と認めた場合
○助成期間
　　指定医療機関に入院している間
○助成内容
　　入院医療費、入院時食事療養費を無料とする

　　公費負担額より、徴収基準額に応じた自己負担額を除いた額の１/２が国、１/４が県と市の負担となる。

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
出生体重が2,000グラム以下など、身体の発育が未熟なまま出生し、医師が入院養育を必要と認めた乳児

意図（どういう状態にしたいのか）
身体の発育が未熟なまま出生した乳児の健康維持とその保護者を支援するため、入院にかかる費用の助成を行う。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理

款 民生費 連絡先

母子保健法事業 未熟児養育医療費助成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

根拠法令
・要綱等

法定受託事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童福祉総務費

未熟児養育医療費助成事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-007

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



54

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -15,152

主な
理由 中学生以下の児童がこども医療へ移行したことによる扶助費の減

合計（Ａ） 122,455 合計（Ｂ） 107,303

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

近接地旅費等

母子家庭等医療費助成額
102,000扶助費

母子家庭等医療費助成額
115,700 扶助費

医療機関等事務処理費
審査支払事務手数料 5,000

使用料及び賃
借料

コピー使用料
22

使用料及び賃
借料

コピー使用料
20

役務費
医療機関等事務処理費
審査支払事務手数料 6,300 役務費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

旅費

内容 金額

旅費
近接地旅費等

3

需用費
事務用消耗品費　　30
受給者証印刷等　250 280

3

需用費
事務用消耗品費　130
受給者証印刷等　300 430

任期付 1.0026当初予算 107,303 8,750 116,053 合計 1.8040,400 0 0 75,653

その他 0.0045,600 0 0 85,60525当初予算 122,455 8,750 131,205

正規 0.7094,350

再任用 0.10

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 116,245 21,080 137,325 42,975 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

次のとおり医療費の助成を行う。
○助成対象
　　母子(父子)家庭の母(父)と児童及びこれらに準じる児童で、所得が児童扶養手当の一部支給所得制限以内の者
○助成期間
　　児童が18歳に達する年度末まで、又は高校課程及び外国人学校に在学中の児童が20歳に達する月の末まで
○助成内容
　　外来　１日600円を限度に月２回まで保護者負担
　　入院　月2,400円を限度に１割を保護者負担(連続入院４ヶ月目以降負担なし)
　　　　　　(中学生までは入院の負担なし)
　　　(軽減措置)
       市民税非課税世帯で世帯全員の公的年金収入と所得の合計から公的年金収入分の雑所得を差し引いた合計が
       800,000円以下の場合
　　      外来　１日400円を限度に月２回まで保護者負担
　　      入院　月1,600円を限度に１割を保護者負担(連続入院４ヶ月目以降負担なし)
　　　※年尐扶養控除廃止等の税制改正の影響がないかたちで制度を維持

助成対象児童数
　　　　　　　　　　　　平成20年度　　　4,423人　　　 平成21年度　　　4,520人　　　　 平成22年度　　　4,669人
　　　　　　　　　　　　平成23年度　　　4,538人　　　 平成24年度　　　4,606人
助成額
　　　　　　　　　　　　平成20年度　107,829千円     平成21年度　  104,946千円     平成22年度　108,014千円
　　　　　　　　　　　　平成23年度　112,234千円     平成24年度　　109,872千円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
母子家庭の母及び児童、父子家庭の父及び児童並びにこれらの児童に準じる児童

意図（どういう状態にしたいのか）
これらの家庭の保健の向上に寄与するとともに、福祉の増進を図る。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理

款 民生費 連絡先

明石市母子家庭等医療費の助成に関する条例
明石市母子家庭等医療費の助成に関する条例
施行規則

事業 母子家庭等医療費助成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

根拠法令
・要綱等

法定受託事務 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童福祉総務費

母子家庭等医療費助成事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-008

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



10

○

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 6,000

主な
理由 他市施設への入所措置者増加見込み（1世帯分加算）

合計（Ａ） 20,000 合計（Ｂ） 26,000

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

他市母子生活支援施設措置費
2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

扶助費

内容 金額

扶助費
他市母子生活支援施設措置費

26,00020,000

任期付 0.0026当初予算 26,000 11,130 37,130 合計 1.5019,500 0 10 17,620

その他 0.0015,000 0 10 16,12025当初予算 20,000 11,130 31,130

正規 1.409,910

再任用 0.10

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 16,343 6,480 22,823 12,893 0 20

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

市外の適切な母子生活支援施設に措置し、その施設に対して、児童福祉法により規定された措置費を支払う。
また、入所者において、入所者負担金が発生する場合は、それを請求して収納する。
　
措置世帯数
　平成20年度末　　2世帯
　平成21年度末　　8世帯
　平成22年度末　　8世帯
　平成23年度末　　6世帯
　平成24年度末　　7世帯

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
配偶者のいない女子又は、これに準じる事情にある女子及びその者が監護すべき児童で母子生活支援施設に入所すべき
者のうち、市内の施設(さざなみ園)への入所が適当でない者

意図（どういう状態にしたいのか）
市外の適切な母子生活支援施設に措置する。

個別計画 委託 指定管理

款 民生費 連絡先

児童福祉法
児童福祉法による費用の徴収に関する規則

事業 母子生活支援施設入所事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

根拠法令
・要綱等

法定受託事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童措置費

母子生活支援施設入所事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-009

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



14

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -3,000

主な
理由 手当月額の引き下げ

合計（Ａ） 1,236,000 合計（Ｂ） 1,233,000

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

児童扶養手当費
2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

扶助費

内容 金額

扶助費
児童扶養手当費

1,233,0001,236,000

任期付 0.3026当初予算 1,233,000 11,060 1,244,060 合計 2.40411,000 0 1,000 832,060

その他 0.00412,000 0 1,000 834,06025当初予算 1,236,000 11,060 1,247,060

正規 1.00826,407

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 1.10

一般財源

24決算 1,208,701 22,820 1,231,521 404,257 0 857

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

次のとおり手当を支給
○支給対象
　　父又は母と生計をともにできない児童の母又は父、もしくは養育者
　　公的年金を受給していない者
　　　※所得等により、全部支給、一部支給、全部停止に分かれる。
○支給期間
　　児童が18歳に達する年度の末まで
　　心身に中度以上の障害を有する児童については20歳未満
○支給方法
　　指定口座に振り込み（12月、４月、８月）
○支給額（月額）
　　平成25年10月分から
　　全部支給…41,140円（平成24年度　41,430円）
　　一部支給…9,710円～41,130円　≪間差額10円≫（平成24年度9,780円～41,420円）
　　　※　第２子 5,000円・第３子以降は１人につき3,000円加算
○平成22年８月支給分より父子家庭も対象

年度末支給対象児童数　　平成20年度　　3,812人　　　　　　平成21年度　　3,878人
　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年度　　4,188人　　　　　　平成23年度　　4,110人　　　　　　平成24年度　 4,119人

給付額　　　　　　　　　　　 　平成20年度  1,134,317千円 　　 平成21年度　1,147,834千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年度　1,166,601千円　　　平成23年度　1,215,458千円　　　平成24年度　1,208,701千円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
父または母と生計を同じくしていない児童

意図（どういう状態にしたいのか）
その児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与し、児童の福祉の増進を図る。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理

款 民生費 連絡先

児童扶養手当法
児童扶養手当法に基づく児童扶養手当事務取
扱規則

事業 児童扶養手当支給事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

根拠法令
・要綱等

法定受託事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童措置費

児童扶養手当支給事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-010

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



24

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -60,000

主な
理由 手当支給対象児童の減

合計（Ａ） 5,170,000 合計（Ｂ） 5,110,000

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

児童手当費
2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

扶助費

内容 金額

扶助費
児童手当費

5,110,0005,170,000

任期付 0.0026当初予算 5,110,000 27,150 5,137,150 合計 4.254,339,333 0 500 797,317

その他 0.004,389,799 0 500 806,85125当初予算 5,170,000 27,150 5,197,150

正規 3.00872,044

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 1.25

一般財源

24決算 5,210,607 29,540 5,240,147 4,368,103 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

○支給額
　　3歳未満　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        月額15,000円
　　3歳以上小学校修了前（第1子・第2子）　　　　　  月額10,000円
　　3歳以上小学校修了前（第3子以降）　　　　　　　 月額15,000円
　　中学生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 月額10,000円
　　所得制限超過世帯　一律　　　　　　　　　　　　　　月額 5,000円

○所得制限
　　平成24年6月分から実施

○支給対象
　　中学校修了前（15歳に達する年度の末まで）の子どもを養育している者
　　＊公務員は所属庁より支給

○支給方法
　　指定口座に前月までの４か月分を、6月15日、10月15日、2月15日に支給

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
中学校修了前の児童

意図（どういう状態にしたいのか）
家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に資することを目的とする。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理

款 民生費 連絡先

児童手当法事業 児童手当支給事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

根拠法令
・要綱等

法定受託事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童措置費

児童手当支給事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-011

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



26

○

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 360,350

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 360,350

主な
理由 新規事業

負担金補助及
び交付金

給付金費
330,000

使用料及び賃
借料

ソフトウェア等　2,200　書庫等賃
貸　150　コピー使用料　300 2,650

委託料
システム開発　1,000　申請書封
入封緘　800　その他委託　350 2,150

役務費
通信運搬費　9,080　広告料
1,400　手数料　13,000 23,480

需用費
消耗品費　100　印刷製本費
1,500　電気料金　450 2,050

区分（節） 内容 金額

旅費
近接地旅費等

20

0 任期付 0.00 合計 0.00

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

0.00 その他 0.00

26当初予算 360,350 0 360,350 360,350 0 0

0.00

25当初予算 0 0 0 0 0 0 0 再任用

0 0 0 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

25年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

24決算 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
基準日（平成26年1月1日）における児童手当（特例給付を含む）受給者で、所得が所得制限額に満たないもの。

意図（どういう状態にしたいのか）
消費税率の引き上げに際し、子育て所帯への影響を緩和する

事
業
内
容

○給付額
　　対象児童1人につき、10,000円

　　※臨時福祉給付金との併給調整あり。

直営 補助・助成 その他

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理

目 子育て世帯臨時特例給付費
根拠法令
・要綱等

事業 子育て世帯臨時特例給付金給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

連絡先 (078)918-5027

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
子育て世帯臨時特例給付金給付事業

新規/継続 新規事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 こども未来部児童福祉課



39

○

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -958

主な
理由 空調機改修工事が完了した

合計（Ａ） 8,292 合計（Ｂ） 7,334

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

嘱託医報酬

施設協議会会費　154
出席負担金　73 227

その他
報償費　144　　旅費　50　　役務
費　84　扶助費　196　　負担金
200

674 その他
報償費　144　旅費　95　役務費
84　使用料　32　扶助費　322 677

備品購入費
さざなみ園居室用備品

440
負担金補助及
び交付金

施設夜間警備委託他　4,113
施設第三者評価委託　300 4,413

工事請負費
さざなみ園空調機改修工事

2,000 備品購入費
さざなみ園居室用備品

400

委託料
施設夜間警備委託料　3,687
消防設備保守点検委託料他
291

3,978 委託料

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

報酬

内容 金額

報酬
嘱託医報酬

163

需用費
消耗品費等　193　　修繕料　679
光熱水費　582 1,454

163

需用費
消耗品費等　210　　修繕料　290
光熱水費　537 1,037

任期付 2.0026当初予算 7,334 27,020 34,354 合計 6.605,823 0 4,428 24,103

その他 0.004,393 0 3,227 27,69225当初予算 8,292 27,020 35,312

正規 1.6030,912

再任用 3.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 7,343 30,280 37,623 3,516 0 3,195

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

児童福祉法に規定する母子生活支援施設。かつての母子寮。
敷地面積1,460㎡。平成３年４月建替え。鉄筋コンクリート２階建。建築延べ面積  818㎡
入所定員12世帯（個室。風呂、トイレ付。面積33.7㎡）
入所者負担金は「児童福祉法による費用の徴収に関する規則」により規定。光熱水費は入所者本人負担

体制は、正規職員１名。再任用職員等５名
月～日7:40～19:40勤務
19:00～9:00 警備員１名配備(平成21年８月より)

入所世帯数
　平成20年度末　3世帯
　平成21年度末　6世帯
　平成22年度末　2世帯
　平成23年度末　3世帯
　平成24年度末　6世帯

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
配偶者のいない女子又は、これに準じる事情にある女子及びその者が監護すべき児童で母子生活支援施設に入所すべき
者

意図（どういう状態にしたいのか）
さざなみ園に措置し、自立に向けた指導、支援を行う。併せて適切な施設管理を行う。

個別計画 委託 指定管理

款 民生費 連絡先

児童福祉法・明石市立さざなみ園条例
明石市立さざなみ園条例施行規則
児童福祉法による費用の徴収に関する規則

事業 さざなみ園運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

根拠法令
・要綱等

自治＋法定 開始年度 昭和 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 さざなみ園費

さざなみ園運営事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-012

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



○

116

コンビニ収納システム回線使用
料、保育料口座振替手数料

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 109,893

主な
理由

平成27年4月運用開始の子ども子育て支援新制度に係るシステム構築委託を行うため

合計（Ａ） 24,656 合計（Ｂ） 134,549

コンビニ収納システム回線使用
料、保育料口座振替手数料 490

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

130,264

その他
報償費、使用料及賃借料

189 その他
報償費、使用料及賃借料

委託料
保育所巡回警備委託料、コンビ
ニシステム収納業務委託 20,604 委託料

347 役務費役務費

新制度対応システム構築委託
料、保育所巡回警備委託料　ほ
か

60

需用費
消耗品費等、保育所申込等帳票
印刷製本費 1,586 需用費

消耗品費等、保育所申込等帳票
印刷製本費 1,779

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 金額

報酬
保育所巡回指導

1,840 報酬
保育所巡回指導

1,840

区分（節）

旅費

34,140 168,689

旅費
保育事務担当者職員旅費

90

26当初予算

0.00

0.00

0

内容

保育事務担当者職員旅費

68,689

内容

100,000 0134,549

一般財源

3.80

0.00

42,041

再任用

任期付

58,796

24決算 0 0 0

4.80

58,796

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他0 025当初予算 0

21,801

24,656

20,240

34,140

42,041 正規

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

①保育所との連絡調整及び指導管理（巡回指導や調理指導等）
　　【発達指導巡回実施状況】
　　　平成22年度62件　平成23年度70件　平成24年度32件
②保育所の入退所、入所選考、保育料に係る事務
　　平成24年1月よりシステムの最適化に伴う新しい保育システム運用開始
　　新しいシステムのバージョンアップ等適宜改善を実施
　　平成27年4月運用開始の子ども子育て支援新制度に係るシステム構築
③保育所に関する会議や研修への参加
④認可保育所巡回警備委託による防犯・児童の安全確保
⑤その他保育所に関する事務

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
認可保育所

意図（どういう状態にしたいのか）
認可保育所に関する一般事務事業を行うことにより、保育所を円滑に、効率よく、また、適正に運営することを目的とする。

実施方法
直営 補助・助成 その他

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市保育の実施に関する条例、
明石市保育の実施に関する条例施行規則、児
童福祉法による費用の徴収に関する規則、明石
市保育の実施に関する要綱ほか

事業 児童福祉一般事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

(078)918-5093

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

連絡先

款

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
児童福祉一般事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-001

予算所管課 こども未来部こども育成室

合計1.00

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

25年度人員配置（人）



52

○

連絡先 (078)918-5093

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
赤ちゃんホーム指導事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-002

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

款 民生費 連絡先

明石赤ちゃんホーム設置運営要綱事業 赤ちゃんホーム指導事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石市指定赤ちゃんホーム

意図（どういう状態にしたいのか）
保育所での乳児保育を補完するために保育に欠ける2歳までの乳幼児を市指定のホームで保育できるように、ホームの運営
を補助する。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

①市が指定した赤ちゃんホームを運営する経費の一部として、月額３０，０００円を補助する。
②時間外保育を実施する経費の一部を補助する。
　　月額＝兵庫県最低賃金の25％増×2時間×20日（時間外保育受入可能体制）

＜参考＞
施設数  市内に１か所（西明石に1か所）
定   員  １施設につき５名

【利用延べ児童数】　平成２３年度４３名、平成２４年度３５名、平成２５年度見込３５名

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 864 840 1,704 0 0 0

25当初予算 810 830 1,640

正規 0.101,704

再任用 0.00 その他 0.000 0 0 1,640

合計 0.100 0 0 1,647

810

任期付 0.0026当初予算 817 830 1,647

内容 金額

負担金補助及
び交付金

赤ちゃんホーム運営補助金
8172

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 7

主な
理由 補助金の算定基礎に使用している兵庫県最低賃金が上昇したため

合計（Ａ） 810 合計（Ｂ） 817

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

赤ちゃんホーム運営補助金



40

○

連絡先 (078)918-5093

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立保育所退職共済補助事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-003

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

款 民生費 連絡先

児童福祉法事業 私立保育所退職共済補助事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石民間保育所（園）職員退職共済組合

意図（どういう状態にしたいのか）
明石市内における民間保育所（園）に従事する職員の福利増進を図り、児童福祉事業の円滑な推進に寄与する。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

加入者の退職金の一部として、加入者本俸の１,０００分の８を補助する。

＜参考＞
事業主負担  ８／１，０００
加入者負担  ８／１，０００

【民間保育所退職者共済加入者数】
平成２３年度３９７名、平成２４年度３９３名、平成２５年度見込４１５名

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 6,938 840 7,778 0 0 0

25当初予算 7,300 830 8,130

正規 0.107,778

再任用 0.00 その他 0.000 0 0 8,130

合計 0.100 0 0 8,600

7,300

任期付 0.0026当初予算 7,770 830 8,600

内容 金額

負担金補助及
び交付金

私立保育所職員退職共済組合
助成金 7,7702

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 470

主な
理由 施設数増加に伴う加入予定者数増のため

合計（Ａ） 7,300 合計（Ｂ） 7,770

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

私立保育所職員退職共済組合
助成金



16

○

連絡先 (078)918-5093

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
認可外保育施設指導事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-004

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 民生費 連絡先

明石市認可外保育施設における休日保育に対
する助成要綱

事業 認可外保育施設指導事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石市内にある休日保育を実施する認可外保育施設

意図（どういう状態にしたいのか）
休日における保育ニーズに対して、認可保育所で実施していない休日保育事業を実施している認可外保育施設を助成し運
営の安定を図ることにより、認可保育所の補完的役割を充実させ、市民ニーズに応えることを目的とする。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

＜補助要件＞
①市内にある休日保育を実施している認可外保育施設であること。
②助成要綱に定める、運営、安全確保、職員配置に関する全ての基準を満たすこと。

＜補助内容＞
①基本分   １ヶ月の休日の半数以上で休日保育を実施した場合、１月につき８，０００円を補助する。
②加算分   １日に４時間を超えて休日保育を実施した児童が２人以上いる場合には、１日につき１，８００円を加算して補助する。

＜補助対象施設＞
平成25年度は３か所予定

【利用延べ児童数】平成２２年度８３３名、平成２３年度７５５名、平成２４年度５１５名、平成２５年度見込４６９名

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 551 840 1,391 0 0 0

25当初予算 784 830 1,614

正規 0.101,391

再任用 0.00 その他 0.000 0 0 1,614

合計 0.100 0 0 1,480

784

任期付 0.0026当初予算 650 830 1,480

内容 金額

負担金補助及
び交付金

認可外保育施設における休日
保育に対する助成金 6502

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -134

主な
理由 休日保育を実施予定の施設数が1か所減ったため。

合計（Ａ） 784 合計（Ｂ） 650

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

認可外保育施設における休日
保育に対する助成金



22

○

○

連絡先 (078)918-5250

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼保相互連携検討事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-005

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 民生費 連絡先

子ども・子育て支援法事業 幼保相互連携検討事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
就学前の全ての子どもたち及びその保護者

意図（どういう状態にしたいのか）
尐子高齢化や核家族化の進行、働く女性の増加、育児不安、児童虐待など子どもにかかる様々な問題がある中で、幼稚園
と保育所を活用し、健やかに子どもが育つ環境づくりを行うとともに、保護者に対する子育て支援策を推進する。

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

本市の幼児教育や保育行政の歴史を踏まえつつ、国及び他都市の状況を見極めながら、本市に最もふさわしい幼稚園・保育所のあり方
及び子育て支援策などについて検討し、その方向性を定める。

１　明石市子ども・子育て会議の開催
　　　６回開催予定
２　幼保一体化施設の実施に向けた検討
　　　※実施予定箇所：二見幼稚園・二見保育所
３　明石市子ども・子育て支援事業計画策定
４　先進地視察

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 1,446 22,014 23,460 0 0 0

25当初予算 22,050 44,100 66,150

正規 5.0023,460

再任用 0.00 その他 0.000 0 3,192 62,958

合計 6.000 0 0 50,330

900

報償費
学識者及び研修講師への謝礼、
検討委員会委員への謝礼 700

任期付 1.0026当初予算 6,230 44,100 50,330

内容 金額

報酬
明石市子ども・子育て会議委員
への報酬 1,895

報償費
職員研修会講師への謝礼

55

旅費
先進市視察旅費等

500 旅費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

報酬

19,000 委託料

先進地視察旅費等
300

需用費
事務用品・書籍等

700 需用費
事務用品・書籍等

230

子ども・子育て支援事業計画策
定補助等業務委託 3,500

その他
検討委員会・会議会場使用料、
研修参加負担金等 250 その他

会議会場使用料、研修参加負担
金等 250

委託料
ニーズ調査委託、預かり保育
（試行）に伴う委託等

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -15,820

主な
理由

預かり保育の拡大実施に伴う事業の所管替え及びニーズ調査委託終了による委託料減

合計（Ａ） 22,050 合計（Ｂ） 6,230

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

（仮称）子ども・子育て会議委員
への報酬



13

○

連絡先 (078)918-5093

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
ベビーシート貸出事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-006

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 民生費 連絡先

道路交通法、明石市ベビーシート貸出事業実施
要綱

事業 ベビーシート貸出事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石市民（1歳未満の乳児を養育している保護者）

意図（どういう状態にしたいのか）
乳児の安全確保とベビーシートやチャイルドシート着用の普及啓発による交通安全対策、また、尐子化対策の推進を図るこ
とを目的とする。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

１歳未満の乳児を車に乗車されるときに装着が義務付けられているベビーシートの貸出を明石交通安全協会に委託して実施する。
＜貸出の要件＞
○貸出対象者は、①市内に住所を有する者②養育、又は保護する乳児を普通自動車に乗車させる必要がある者。③現に普通自動車を運
転することができる免許をうけていること。④ベビーシートを装着できる自動車を使用する者であること。
○貸出期間は、乳児がべビーシートの「使用の目安」の基準に達するまでとする。但し、満１歳の誕生日を最長期限とする。
○貸付費用は、無償とする。
○貸出台数実績　平成２２年度４３０台、平成２３年度４５３台、平成２４年度４３２台
＜委託内容＞
○貸出希望者の申込み受付、装着や安全運転に係る講習の実施
○返却後のベビーシートのメンテナンス及び保管
○耐用期間の過ぎたベビーシートの廃棄及び補充（ｼｰﾄの補充費用は平成25年度より削減）
○貸出期間の過ぎたベビーシートの返却の督促等

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 6,408 840 7,248 0 0 0

25当初予算 5,150 830 5,980

正規 0.107,248

再任用 0.00 その他 0.000 0 0 5,980

合計 0.100 0 0 6,187

5,150

任期付 0.0026当初予算 5,357 830 6,187

内容 金額

委託料
ベビーシート貸出助成

5,3572
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

委託料

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 207

主な
理由 消費税増税による

合計（Ａ） 5,150 合計（Ｂ） 5,357

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

ベビーシート貸出助成
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○

連絡先 (078)918-5093

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
多子世帯保育料軽減事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-007

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 民生費 連絡先

兵庫県健康福祉部補助金交付要綱第３条事業 多子世帯保育料軽減事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
満１８歳未満の児童が３人以上いる世帯で３人目以降に該当する児童が保育所に入所している世帯

意図（どういう状態にしたいのか）
対象児童の保育料を軽減することにより、多子世帯の子育てにかかる経済的負担感の軽減を図り、子どもを生みやすい環
境づくりを推進することを目的とする。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

○軽減対象者
18歳未満の児童が3人以上いる世帯の前年の所得税額が40,000円未満であり、当該年度において対象児童の保育料が月額5,000円を超
える世帯
○軽減額
月額5,000円を超える部分について、児童の年齢が３歳未満の場合は月額5,500円、３歳以上の場合は月額4,000円を上限に保育料を軽減
する。
○軽減方法
対象世帯の当該年度における軽減相当額を年度末に補助金として支給する。
○補助割合
県補助１００％の県単独事業

【実績状況】
平成２２年度　対象者125人　補助額4,617,600円
平成２３年度　対象者117人　補助額3,995,300円
平成２４年度　対象者141人　補助額5,995,500円
平成２５年度見込み　対象者159人　補助額6,764,400円

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 5,995 840 6,835 5,995 0 0

25当初予算 6,000 830 6,830

正規 0.10840

再任用 0.00 その他 0.006,000 0 0 830

合計 0.108,000 0 0 830

6,000

任期付 0.0026当初予算 8,000 830 8,830

内容 金額

負担金補助及
び交付金

ひょうご多子世帯保育料軽減事
業による補助金 8,0002

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 2,000

主な
理由 施設数増に伴う対象者の増加による。

合計（Ａ） 6,000 合計（Ｂ） 8,000

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

ひょうご多子世帯保育料軽減事
業による補助金



○

連絡先 (078)918-5093

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
公立保育所整備事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-008

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童福祉施設費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 不明

款 民生費 連絡先

児童福祉法事業 公立保育所整備事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
公立保育所

意図（どういう状態にしたいのか）
保育所の施設の安全性を確保するなど必要な整備を行い、児童の保育環境を整え、良好な環境の中で保育を行うことを目
的とする。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

○エアコン、調理器具、各種保育用品等の備品の購入
○その他、保育所の維持管理に必要な整備

平成26年度予定
　明南保育所外壁改修ほか工事
　八木保育所駐車場改修ほか工事
　二見幼稚園保育室改修工事

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 29,726 840 30,566 0 0 0

25当初予算 7,800 830 8,630

正規 0.1030,566

再任用 0.00 その他 0.000 0 0 8,630

合計 0.100 25,400 0 10,654

1,800

工事請負費
江井島保育所藤棚改修ほか工
事 500

任期付 0.0026当初予算 35,224 830 36,054

内容 金額

需用費
公立保育所修繕費

1,500

役務費
機械警備機器撤去再設置手数
料 324

備品購入費
公立保育所備品購入費

5,500 工事請負費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

需用費

明南保育所外壁改修工事　ほか
25,400

備品購入費
公立保育所備品購入費

8,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 27,424

主な
理由 施設整備対象施設の増加のため

合計（Ａ） 7,800 合計（Ｂ） 35,224

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

公立保育所修繕費



○

連絡先 (078)918-5093

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立保育所整備事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童福祉施設費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 不明

款 民生費 連絡先

児童福祉法事業 私立保育所整備事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石市内の私立保育所

意図（どういう状態にしたいのか）
私立保育所の施設整備を行い、良好な保育環境の確保を行う。保育所または認定こども園を新設または改築することにより
受け入れ枠を拡充し、待機児童の解消をはかる。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

《新設》　平成27年4月開設予定
①私立保育所（西明石地区）
・開設場所：明石市明南町
・入所定員：60名（予定）
②私立保育所（西明石地区）
・開設場所：明石市鳥羽
・入所定員：60名（予定）
③私立保育所（大久保地区）
・開設場所：明石市大久保町西脇の区画整理地内
・入所定員：80名（予定）
④幼保連携型認定こども園（大久保地区）
・開設場所：明石市大久保町
・入所定員：100名（予定）

《増改築》
大久保地区２園
①入所定員：60名→90名（予定）
②入所定員：90名→120名（予定）

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 0 0 0 0 0 0

25当初予算 0 0 0

正規 0.000

再任用 0.00 その他 0.000 0 0 0

合計 0.00586,878 84,200 0 407 任期付 0.0026当初予算 671,485 0 671,485

内容 金額

負担金補助及
び交付金

施設整備補助、賃借料補助
671,4852

6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 671,485

主な
理由

平成２６年度は新たに新設４園・増改築２園の私立保育所の整備が必要である
ため

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 671,485

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細



○

連絡先 (078)918-5093

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立保育所運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-009

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 不明

款 民生費 連絡先

児童福祉法、明石市保育の実施に関する条例、
私立保育所(園)に係る特別運営費取扱要綱

事業 私立保育所事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石市内の私立保育所及び明石市内の児童が入所している市外の保育所

意図（どういう状態にしたいのか）
私立保育所の運営費や保育サービス充実のための特別運営費、多様な保育ニーズに対応するために実施している特別保
育事業にかかる経費、各種検診の費用等を支給または助成することにより、良好な保育環境を整え、質の高い保育を実施
することを目的とする。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

○運営費
明石市内の児童が入所している市内の私立保育所、市外の公立・私立保育所に対して国の定める基準により運営費を支給
○特別運営費
市内の私立保育所に対して、施設整備費や職員等処遇改善費等を支給
○特別保育事業助成金
延長保育事業、障害児保育事業、一時預かり事業などの特別保育事業を実施している市内の私立保育所に対して、その経費の一部を助
成
○検診費用
市内の私立保育所に対して、入所児童の歯科検診および眼科検診の費用を支給

＜参考＞
平成25年4月1日現在の入所児童数
市内私立保育所 3088人（内公立幼稚園内分園入所児童数　37人）
市外公立保育所    29人
市外私立保育所   153人

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 3,005,266 45,520 3,050,786 1,283,917 0 790,654

25当初予算 3,247,722 43,270 3,290,992

正規 4.90976,215

再任用 0.00 その他 0.001,416,428 0 800,001 1,074,563

合計 5.901,593,469 0 841,000 1,278,764

4,522

扶助費
保育所運営費

3,243,200

任期付 1.0026当初予算 3,669,963 43,270 3,713,233

内容 金額

委託料
私立保育所歯科検診・眼科検診
駐車場管理・案内業務委託 4,803

負担金補助及
び交付金

特別保育補助
99,441

扶助費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

委託料

保育所運営費
3,565,719

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 422,241

主な
理由

保育所の新設等による受け入れ枠の拡充に伴う入所児童増加により、運営費
等が増加するため

合計（Ａ） 3,247,722 合計（Ｂ） 3,669,963

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

私立保育所歯科検診・眼科検診
駐車場管理・案内業務委託



○

連絡先 (078)918-5093

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
助産施設入所事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-010

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

法定受託事務 開始年度 不明

款 民生費 連絡先

児童福祉法、児童福祉法による費用徴収に関
する規則、明石市助産の実施に関する要綱

事業 助産施設入所事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
経済的理由により、入院助産を受けることができない妊産婦

意図（どういう状態にしたいのか）
保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入院助産を受けることができない妊産婦から申込みがあったとき、そ
の妊産婦に対し助産施設において助産を行ない、妊産婦の母体保護と安全な出産を図る。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

①民間の産婦人科で実施
②事業実績
　【入所者数状況】
　　平成23年度18名、平成24年度24名、平成25年度見込30名
③国基準により所得に応じて利用者から入所者負担金を徴収する。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 13,291 3,360 16,651 5,736 0 340

25当初予算 13,650 1,660 15,310

正規 0.2010,575

再任用 0.00 その他 0.005,268 0 574 9,468

合計 0.206,618 0 574 10,268

6,150

扶助費
助産施設保護費

7,500

任期付 0.0026当初予算 15,800 1,660 17,460

内容 金額

委託料
助産施設運営に対する委託料

6,500

扶助費
助産施設保護費

9,300

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

委託料

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 2,150

主な
理由 利用見込み者の増による

合計（Ａ） 13,650 合計（Ｂ） 15,800

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

助産施設運営に対する委託料



14

○

連絡先 (078)918-5093

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
病児・病後児保育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-011

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 民生費 連絡先

明石市病後児保育事業実施要綱事業 病児・病後児保育事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
病気やケガのために、保育所または家庭等で保育を行なうことが困難である、市内在住の生後６か月から小学校３年生まで
の児童

意図（どういう状態にしたいのか）
保護者が就労している場合等において、子どもが病気等で、自宅での保育が困難な場合に、病児・病後児保育施設において
一時的に保育することにより、保護者の子育てと就労の両立を支援するとともに、児童の健全な育成を図る。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

3

病後児保育事業
①病後児保育施設　平成14年度に明石市西部地区で1ヶ所、平成19年度に東部地区で1ヶ所整備し、現在は2ヶ所で実施。
②利用実績　平成22年度延べ96人、平成23年度95人、平成24年度148人、平成25年度見込172名
③利用料　1日2,000円（軽減制度あり）
④利用時間　月曜日～金曜日：午前７時３０分～午後６時　土曜日：午前７時３０分～午後４時　（祝日、年末年始を除く）
⑤病後児の看護を担当する看護師を１名配置していたが、平成２１年度より、病後児が安心して過ごせる環境をよりいっそう整えるため、
看護師１名に加え、保育士１名を配置し、保育を行なっている。

病児保育事業
病気中の児童の保育を実施する病児保育施設を新たに１か所開設するために準備を行う。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 9,052 2,520 11,572 5,648 0 222

25当初予算 9,280 830 10,110

正規 0.105,702

再任用 0.00 その他 0.005,850 0 250 4,010

合計 0.1012,142 0 850 12,758

180

委託料
病後児保育事業費

9,100

任期付 0.0026当初予算 24,920 830 25,750

内容 金額

需用費
消耗品費、印刷製本費

120

委託料
病後児保育事業費、病児保育事
業費 17,000

使用料及び賃
借料

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

需用費

病児保育事業施設賃借料
2,800

負担金補助及
び交付金

病児保育事業施設整備補助金
5,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 15,640

主な
理由 新規で病児保育の準備を行うため

合計（Ａ） 9,280 合計（Ｂ） 24,920

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

消耗品費、印刷製本費



○

○

連絡先 (078)918-5093

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
公立保育所運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-012

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 保育所費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 不明

款 民生費 連絡先

児童福祉法事業 公立保育所運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
明石市内の公立保育所

意図（どういう状態にしたいのか）
保育に欠ける児童を保護者に代わって保育所で保育することにより、児童の健全な育成を支援するとともに、子育て世代が
安心してこどもを生み育てることができる環境づくりを実現することを目的とする。

個別計画 次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画） 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

①公立保育所の運営
　・保育の実施
　・給食の実施（公立保育所11か所中、6か所で民間委託を導入）
　　民間委託実施施設
    土山保育所（平成15年度～）
　　八木保育所（平成16年度～）
　　松陰保育所（平成21年度～）
    江井島保育所（平成22年度～）
    二見保育所（平成23年度～）
　　明南保育所（平成25年度～）
　・施設の維持管理
②保育所懇話会の開催

＜参考＞
平成25年4月1日現在の入所児童数  1,150人

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 230,381 1,263,390 1,493,771 0 0 346,951

25当初予算 262,190 1,297,820 1,560,010

正規 98.401,146,820

再任用 0.00 その他 204.000 0 367,050 1,192,960

合計 305.40539 0 370,514 1,191,953

2,382

需用費
消耗品費、燃料費、食糧費、光
熱水費、賄材料費 159,090

任期付 3.0026当初予算 265,186 1,297,820 1,563,006

内容 金額

報酬
公立保育所嘱託医報酬

2,382

需用費
消耗品費、燃料費、食糧費、光
熱水費、賄材料費 159,862

役務費
電話料、クリーニング、検査料等

4,849 役務費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

報酬

5,327
使用料及び賃
借料

電話料、クリーニング、検査料等
3,560

委託料
公立保育所に係る委託料

84,592 委託料
公立保育所に係る委託料

87,528

施設賃借料、駐車場賃借料、保
育所コピー使用料等 5,100

その他
報償、旅費、備品購入費、負担
金補助及び交付金 5,950 その他

報償、旅費、備品購入費、負担
金補助及び交付金 6,754

使用料及び賃
借料

施設賃借料、駐車場賃借料、保
育所コピー使用料等

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 2,996

主な
理由 光熱水費の値上がりや消費税増税のため

合計（Ａ） 262,190 合計（Ｂ） 265,186

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

公立保育所嘱託医報酬



26

○

連絡先 (078)918-5093

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼保一体化試行事業

新規/継続 新規事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 児童福祉費 自治/法定

目 保育所費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 民生費 連絡先

事業 公立保育所運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
就学前の全ての子どもたち及びその保護者

意図（どういう状態にしたいのか）
就学前児童の一体的な教育・保育の提供や、保育所の保育環境の充実、待機児童解消、地区内の子育て家庭（0歳～5歳、
未就園児を含む）への支援を充実するため、幼稚園の余裕教室を改修し、隣接する市立幼稚園と市立保育所を一体的な施
設として活用する。

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

隣接する市立幼稚園と市立保育所を一体的な施設として活用するにあたり必要な環境を整備する。

１．保育室環境整備
２．施設間の連絡用通信手段整備
３．給食運搬にかかる環境整備

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 0 0 0 0 0 0

25当初予算 0 0 0

正規 0.000

再任用 0.00 その他 0.000 0 0 0

合計 0.000 800 0 1,330 任期付 0.0026当初予算 2,130 0 2,130

内容 金額

需用費
給食運搬用関連消耗品、運搬通
路修繕費 1,000

役務費
電話料金等

130

備品購入費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

保育室備品及び給食運搬備品
1,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 2,130

主な
理由

預かり保育の拡大実施に伴う事業の所管替え及びニーズ調査委託終了による委託料減

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 2,130

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細



22

○

連絡先 (078)918-5247

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園管理運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-013

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 幼稚園費 自治/法定

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

款 教育費 連絡先

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
明石市立幼稚園園則等

事業 幼稚園管理運営事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
市立幼稚園の園児および教職員

意図（どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園における教育課程を実施するために必要な経費を負担し、園児らに対する幼児教育を円滑に実施する。

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

１　各幼稚園に園の規模に応じて予算を配当し、園で必要な物品の購入等を行う。
２　各幼稚園で共通して購入する物品を取りまとめ、一括して購入する。
３　各幼稚園の故障、または老朽化した空調機、非常放送設備等の更新を行う。
４　各幼稚園の光熱水費、電話料金、NHK受信料、事務機器リース料の支払いを行う。
５　各幼稚園の備品の廃棄、寄附の受納の事務を行う。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 44,931 82,930 127,861 358 0 260,044

25当初予算 51,810 82,990 134,800

正規 0.80-132,541

再任用 0.00 その他 28.000 0 253,500 -118,700

合計 29.400 0 258,500 -123,960

11,750

需用費
ＬＰＧ・灯油等の燃料費、光熱水
費 21,900

任期付 0.6026当初予算 51,550 82,990 134,540

内容 金額

需用費
教材・用紙・文房具等の消耗品
費、印刷製本費、修繕料等 11,300

需用費
ＬＰＧ・灯油等の燃料費、光熱水
費 22,600

需用費
来客用湯茶等の購入

205 需用費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

需用費

2,991
使用料及び賃
借料

園児用・来客用湯茶等
280

役務費
電話料金、クリーニング代、郵便
料金、その他手数料等 3,870 役務費

電話料金、クリーニング代、郵便
料金、その他手数料等 3,770

コピー・ダスキン等使用料、パソ
コンリース料 2,600

備品購入費
教材備品、園児椅子、空調設
備、非常放送設備等 11,094 備品購入費

教材備品、園児椅子、空調設
備、非常放送設備等 11,000

使用料及び賃
借料

コピー・ダスキン等使用料、パソ
コンリース料

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -260

主な
理由 幼稚園における救急時のタクシー借り上げ料の減

合計（Ａ） 51,810 合計（Ｂ） 51,550

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

教材・用紙・文房具等の消耗品
費、印刷製本費、修繕料等



26

○

連絡先 (078)918-5247

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園３歳児保育事業

新規/継続 新規事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 幼稚園費 自治/法定

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 教育費 連絡先

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
明石市立幼稚園園則等

事業 幼稚園管理運営事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
３歳の在宅未就園児

意図（どういう状態にしたいのか）
幼児期の健やかな成長と心身の健全な発達の助長を目的として、市立幼稚園２園で幼児教育を試行する。

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

１　市立幼稚園２園において、３歳児保育に必要な施設、および園庭の整備を行う。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 0 0 0 0 0 0

25当初予算 0 0 0

正規 0.000

再任用 0.00 その他 0.000 0 0 0

合計 0.000 0 0 1,500 任期付 0.0026当初予算 1,500 0 1,500

内容 金額

需用費
遊具等修繕料

1,5002
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 1,500

主な
理由

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 1,500

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細



26

○

○

連絡先 (078)918-5247

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園預かり保育事業

新規/継続 新規事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 幼稚園費 自治/法定

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 平成 年度

款 教育費 連絡先

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
明石市立幼稚園園則等

事業 幼稚園管理運営事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
市立幼稚園の園児、保護者および教職員

意図（どういう状態にしたいのか）
幼児の心身の健全な発達を図るとともに、保護者の子育て支援に加えて、就労支援（保育所入所待機児童対策）を充実させ
る。

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

１　市立幼稚園７園において実施される、預かり保育に必要な物品購入を行う。
２　市立幼稚園２園において、ＮＰＯによる預かり保育を行う。
３　市立幼稚園において、預かり保育に必要な環境整備のため、空調機等の備品購入を行う。
４　平成２７年度から預かり保育を実施する幼稚園を決定し、必要な物品の購入および環境整備を行う。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 0 0 0 0 0 0

25当初予算 0 0 0

正規 0.000

再任用 0.00 その他 0.000 0 0 0

合計 0.000 0 16,400 2,910 任期付 0.0026当初予算 19,310 0 19,310

内容 金額

需用費
教材・用紙・文房具等の消耗品
費、利用券等の印刷製本費 540

需用費
園児用湯茶等

20

委託料

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

預かり保育委託料（大久保南・
錦浦） 11,000

備品購入費
空調機、緊急用インターホン、
パーテーション等 7,750

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 19,310

主な
理由

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 19,310

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細



○

連絡先 (078)918-5247

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園保健・体育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-014

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 幼稚園費 自治/法定

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 不明

款 教育費 連絡先

学校保健安全法、幼稚園教育要領事業 幼稚園保健・体育事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
市立幼稚園の園児、および遊具等の体育用設備、並びに保健室用備品

意図（どういう状態にしたいのか）
遊具等の体育用設備や保健室用備品を整備することで、幼児期における心身の発達、および健康の保持増長を図る。

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

１　各幼稚園の保健室用備品、消耗品の購入を行う。
２　各幼稚園の保健室用備品（身長計・体重計・オージオメーター等）の維持管理を行う。
３　各幼稚園の体育用備品、消耗品の購入を行う。
４　各幼稚園の体育用設備（遊具等）の維持管理を行う。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 9,538 5,850 15,388 0 0 0

25当初予算 8,710 6,330 15,040

正規 0.8015,388

再任用 0.00 その他 0.000 0 0 15,040

合計 1.000 0 0 14,920

6,912

役務費
保健室用備品の校正手数料、保
健室用クリーニング代等 438

任期付 0.2026当初予算 8,590 6,330 14,920

内容 金額

需用費
体育用・保健室用消耗品費、体
育用設備・保健室用備品の修繕
料

6,800

役務費
保健室用備品の校正手数料、保
健室用クリーニング代等 490

備品購入費
体育用・保健室用備品、遊具更
新等 1,360 備品購入費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

需用費

体育用・保健室用備品、遊具更
新等 1,300

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -120

主な
理由 保健室用備品の修理費の減

合計（Ａ） 8,710 合計（Ｂ） 8,590

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

体育用・保健室用消耗品費、体
育用設備・保健室用備品の修繕
料



22

○

○

連絡先 (078)918-5247

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園施設維持補修事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-015

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 幼稚園費 自治/法定

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

款 教育費 連絡先

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
学習指導要領

事業 幼稚園施設維持補修事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
市立幼稚園の園児、教職員、保護者、地域住民、および施設、設備

意図（どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の施設や設備の補修、維持管理を適切に行うことで、施設の延命化を図るとともに、安全で良好な教育環境を維
持する。また、園児、教職員、保護者、地域住民らが協力して幼稚園施設の改善を行うことで、幼稚園・家庭・地域社会の連
携を目指す。

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

１　施設、設備の補修、または改修を行う。
２　専門業者による施設、設備の保守点検（消防設備点検、機械警備等）を行う。
３　樹木剪定、および市民との協働による園庭芝生の維持管理や花壇の整備等の環境整備を行う。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 30,651 4,200 34,851 0 0 0

25当初予算 32,388 6,330 35,718

正規 0.8034,851

再任用 0.00 その他 0.000 0 0 35,718

合計 1.000 0 0 36,211

19,728

委託料
消防設備点検、機械警備、樹木
剪定、芝生維持管理委託等 12,660

任期付 0.2026当初予算 29,881 6,330 36,211

内容 金額

需用費
施設・設備の修繕料、美化・緑化
のための消耗品等 22,159

委託料
消防設備点検、機械警備、樹木
剪定委託等 7,722

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

需用費

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -2,507

主な
理由 幼稚園機械警備委託の長期継続契約額が安価であったことによる減

合計（Ａ） 32,388 合計（Ｂ） 29,881

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

施設・設備の修繕料、美化・緑化
のための消耗品等
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○

○

連絡先 (078)918-5247

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼児教育振興事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-016

予算所管課 こども未来部こども育成室

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

項 幼稚園費 自治/法定

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

自治事務 開始年度 昭和 年度

款 教育費 連絡先

学校教育法、明石市学校法人助成条例、明石
市教育委員会事務局事務分掌規則、幼稚園教
育要領等

事業 幼児教育振興事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
幼稚園の園児、保護者、および市立幼稚園の教職員、並びにこども育成室職員

意図（どういう状態にしたいのか）
幼児教育の充実、保育内容の深化、教職員の専門性向上を図るとともに、市立幼稚園の安定的な運営、および私立幼稚園
や多子世帯の保護者の経済的負担軽減により、幼児教育の推進を図る。

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理
実施方法

直営 補助・助成 その他

事
業
内
容

１　市立幼稚園の指定園において幼児教育研究を行う。
２　市立幼稚園で地区毎にグループ研究を行う。
３　市立幼稚園の教職員の資質向上、指導力向上のため、各種研修へ参加する。
４　市立幼稚園の教職員等の採用試験を行う。
５　市立幼稚園の入退園に関する事務等の支援を行う。
６　私立幼稚園等に在籍する園児、児童の保護者、および市立幼稚園に在籍する多子世帯の園児の保護者に対する補助を行う。
７　私立幼稚園の教育振興のための補助を行う。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 22,897 1,225,091 1,247,988 2,407 0 0

25当初予算 24,693 1,174,400 1,199,093

正規 128.601,245,581

再任用 1.00 その他 38.003,312 0 0 1,195,781

合計 168.603,043 0 0 1,198,157

6,500

委託料
幼児教育研究委託料、採用試験
問題作成委託料等 1,869

任期付 1.0026当初予算 26,800 1,174,400 1,201,200

内容 金額

旅費
研修参加旅費、本庁連絡用旅費
等 6,200

委託料
幼児教育研究委託料、採用試験
問題作成委託料等 1,800

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金等
1,394

負担金補助及
び交付金

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

旅費

3,456 扶助費

研修参加負担金等
1,289

負担金補助及
び交付金

私立保護者、多子世帯保育料軽
減、私立振興助成補助金 9,559

負担金補助及
び交付金

私立保護者、多子世帯保育料軽
減、私立振興助成補助金 10,938

私立就園・就学援助扶助費
4,560

その他
研究会用講師謝礼、消耗品等

1,915 その他
研究会用講師謝礼、就園事務
用・事務局用消耗品等 2,013

扶助費
私立就園・就学援助扶助費

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 2,107

主な
理由 私立幼稚園在籍者保護者補助金、および扶助費の申請者増による増額

合計（Ａ） 24,693 合計（Ｂ） 26,800

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

研修参加旅費等
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